
「４０日間戦争」後の中東
～日本のとるべき道は？～

外務省中東アフリカ局長
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なぜ戦争は起きたのか？

ホルムズ海峡の現状変更

湾岸の安保環境の変化

エネルギー安全保障の意識向上

この戦争は何をもたらしたのか？

米の国家安保戦略

イスラエルの影響

イランの主張（「押しつけられた戦争」）と生存戦略

日本のとるべき道は？
事態の早期沈静化

２海峡（ホルムズ、バブ・エル・マンデブ）の現状回復

経済・エネルギー強靱化の支援
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中東：負担を転換し、平和を構築する
米国は再びエネルギー純輸出国となる。
トランプ大統領による、湾岸諸国、その他のアラブ諸国、そしてイスラエルとの同盟関係の成功裏な再活性化。
イランの核計画を著しく損なったミッドナイト・ハンマー作戦（注：本年6月22日、B-2ステルス爆撃機で空爆）。
イスラエル・パレスチナ紛争：より恒久的な平和に向けた進展。
シリア：地域の積極的なプレイヤー。
中東地域は、石油・ガス産業をはるかに超えた分野—原子力エネルギー、AI、防衛技術等—において、国際
投資の供給源かつ目的地としてますます重要な役割を担うようになる。
中東との良好な関係構築の鍵は、この地域とその指導者、そして諸国をありのままに受け入れることにある。
米国は、湾岸地域のエネルギー供給が敵対勢力に掌握されないことを確保することに、常時、中核的関心を堅
持。何十年にもわたる実りのない「国家建設（nation-building）」戦争なく脅威に対抗。
アブラハム合意の拡大。
米国の外交政策において、中東が長期計画と日常的な対応の両面で支配的であった時代は、有難く終焉。
むしろ、協力関係と友好関係、そして投資の場として台頭しつつある。

2025年12月４日（日本時間5日）、米国・トランプ政権は、「国家安全保障戦略(NSS)」を公表。
国家安全保障戦略(NSS)は、米国の本土防衛、国防、外交政策を統括し、その指針となる文書。
2025国家安全保障戦略の構成

• 第１章：導入－米国の戦略は何か
• 第２章：米国が求めるものは何か
• 第３章：米国が求めるものを得るために使える手段は何か
• 第４章：戦略
１．原則
２．優先順位
３．地域
（西半球、アジア、欧州、中東、アフリカ）

2025米国国家安全保障戦略における中東関連部分
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【戦争終結】

【主権と領土一体性の尊重、内政不干渉】

【60日以内の最終合意】

【海上封鎖解除】

【ホルムズ海峡開放】

【復興・経済発展のための計画】

【対イラン制裁解除】

【核問題】

【現状の措置の維持】

【石油輸出許可】

【凍結資産解除】

【執行メカニズム】

【最終合意交渉開始条件】

【安保理決議】

米国・イラン間の了解覚書 2026年6月17日署名
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赤：米の主要関心事項
緑：イランの主要関心事項



地域全体の構造

トルコ

パレスチナ

イラン

エジプト

イスラエル

サウジアラビア

ホーシー派

パレスチナ情勢

ハマス

ヒズボッラー

【ガザ情勢】
2025年10月、トランプ大統領の「包括的計
画」に基づき停戦・人質解放合意が成立。

【西岸情勢】
イスラエルによる入植活動の拡大、入植者によ
る暴力の増加。

2026年3月28日、米・イスラエルとイランとの攻撃の応酬
を受け、ホーシー派がイスラエルへのミサイル攻撃を実施。
その後、サウジアラビア、イエメン正統政府とも軍事衝突。

ホーシー派

オマーン

カタール

2026年3月2日のヒズボッラーによるイスラエル攻撃以降、
情勢が急激に悪化。イスラエル軍はレバノン領内での地上作
戦を実施。4月16日、暫定停戦。米・イスラエル・レバノンの三
者交渉が継続中。

レバノン情勢

UAE

パキスタン
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我が国の外交努力


